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出典市のヅヺソ区のヅヺソ
（24区内のﾗﾝｷﾝｸﾞ）

225.34㎢4.39㎢（24位）面積

2,790,981人84,526 人（20位）人口

1,561,689世帯62,526世帯（12位）世帯数

12,386人/㎢19,254人/㎢（3位）人口密度

※２172,291人11,917人（3位）外国人人口

令和７年度「浪速区遀営方針」

「卫んで誇りに卩える、魅⼒と卹⼒あふれるまち 浪捠厅」の実勶

匭捞なまちづくりの叕い手との
連掠・匞掴のもと、厅⺠に拴卐
な⽴場からニア・イズ・ベターを徹
底し、厅や地挦の厣勯に即した
厇北・事業を捯開して卫⺠掫
拒度の匇上を掛るとともに、厅
⺠に勼頼される厅叓勰づくりに
勚り匢む。

目標

区の使命 区遀営の基本的な考え方（区長の方針）

浪捠厅将勵ビジョン2025を踏まえ、匭捞なまちづくりの叕い手との連掠・匞掴のもと、
「卫んで誇りに卩える、魅⼒と卹⼒あふれるまち 浪捠厅」の実勶に匇けて、「拌災・
拌犯」「地挦厹祉・掕康」「子挞て・卝挞」「にぎわい・卹⼒」「卫⺠勢体の地挦卞協」に
かかる勚匢を掙勺する。
厅政午匔の捓卵的な発勼や厅⺠の勪⾒やニーズの把握に努め、厅⺠サービスの

匇上と捓卵的・捓厾的な厅政卞協を掙勺するとともに、令匄７年度の浪捠厅勧100
周年に匇けて匧厐的に勚匢を勺める。

＜参考：ヅヺソで見る浪速区＞

※１

重点的に取り組む経営課題

【経営課題５】

人と人がつながり 、
卫⺠が勢体となって
勺めるまちづくり

【経営課題４】

人が厦い、にぎわいと
卹⼒のあるまちづくり

【経営課題３】

勣升して子挞てができ、子ども
たちがいきいきと学べるまちづく
り

【経営課題２】

掕 や か で 人 と 人 が
つながるまちづくり

【経営課題１】

勣全・勣升で卫み
やすいまちづくり

地挦卹動匞議会によ
る⾃律的な地挦卞協
を匣拶するとともに、地
挦でのつながりづくりに
匇けた勚匢を勺める。

厅内勭からの厦推の
勚匢を促勺し、浪捠
厅の魅⼒を捑掄的
に発勼するとともに、
勭国人卫⺠が卫み
やすく卹躍できる勚
匢を勺める。

子挞て匒帯の匭捞な相挫や
匣拶ニーズに対厸し、子挞て
しやすい挳挌づくりを勺めるとと
もに、子どもの学びを匣える学
厛卝挞挳挌の充実匣拶に勚
り匢む。

地挦での⾒捿り卹動の
卹勯化や匣拶を勥する
人を適卲な厹祉サービ
スへつなげる体勧づくり
に勚り匢む。また、掕康
寿挻延伸や地挦の挨
探・捈厽関厂者と連掠
した勚匢を勺める。

災县に厵え、⾃捉や
厗捉の勚匢を促勺す
るとともに、匬災のため
の挳挌拪厵等を勺め
る。また、関厂務関と
連掠・匞掴し、地挦
拌犯⼒の匇上に勚り
匢む。

◆経協挜匑
の概勥

・地挦卹動匞議会に
よる⾃律的な地挦卞
協の促勺

・「にぎわいと卹⼒」の
創出
・国匶匙市大拠への
貢献

・子挞て層への匣拶
・子どもの学びと掕やかな勱⻑
の匣拶

・地挦厹祉の掙勺
・掕康づくりの掙勺

・拌災⼒の匇上
・拌犯・まちの勣全の
勚匢
・こどもの勣全卾保

◆勢な勛略

◆勢な
SDGｓゴール

「厅卞協方拏」は、「厇北の選択と厦中」の全体像を単す方拏として毎年度北定しています。
また、「厅将勵ビジョン」の単年度のアクションプランとしても匱厒厏けられています。

◇「浪捠厅将勵ビジョン」

◇「浪捠厅卞協方拏」 令匄４年度 令匄５年度 令和７年度

令匄４年度〜令匄７年度
浪捠厅のめざす掋
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令匄６年度

※１：（出典）令和６年９月１日推計人口
https://www.city.osaka.lg.jp/toshikeikaku/page/0000541634.html

※２：（出典）令和６年３月末日現在 住民基本台帳人口ヹ外国人人口
https://www.city.osaka.lg.jp/shimin/page/0000006893.html



現状ヷデヸタ

課題認識

• 転出入率が高いという当区の実情から、家庭における備蓄など自助の重要性について、引き続き情報発信に取り組
む必要がある。【自助の取組】

• 自ㄼ防災組織の運営や災害時に支援を要する区民の安否確認、避難誘導などの避難支援を共助で行えるㆳ制づくり
を進める必要がある。さらに、集合ㆰ宅率の高い当区の実情を踏まえ、マンション防災など地域ぐるみでの防災力
強化に取り組んでいく必要がある。【共助の取組】

• 大規模災害の発生に備え、区災害対策本部を担う区役所職員に対する実践的な研修や訓練を実施し、災害への対応
能力をさらに高めていく必要がある。【公助の取組】

• 区内のㅴ口100ㅴあたりの年間街頭犯罪発生㆑数は依然として大阪市平均を大きくㄥ回っていることから、関係
機関と連携して区民の自ㄼ的な防犯活動の取組を支援し、犯罪の発生しにくい環境づくりに取り組むことが必要で
ある。

安全・安心で住みやすいまちづくり

ㄼな
SDGsゴヸル

ヷ「家庭で備蓄をしている」と回答したㅴの
割合は56.7％と半数を超えている。

ヷ「防災訓練に参加したくない」と回答したㅴの割合
は50.１％と約半数である。

ヷㅴ口100ㅴあたりの年間街頭犯罪発生㆑数は、本市内及び浪
速区内ともに増加傾向にある。
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参加したい, 15.8%

参加したいが防災訓練
があることを知らない, 

31.0%

参加したくない, 50.1%

無回答, 3.1%

防災訓練
（区⺠アンケート）

（令和５年度）
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件
数

人口100人あたりの年間街頭犯罪発生件数

大阪市 浪速区

家庭での備蓄を
している, 56.7%

家庭での備蓄を
していない, 

41.8%

無回答, 1.5%

家庭での備蓄
（区⺠アンケート）

（令和５年度）



ㄼな戦略

• 災害に備え、自助や共助の取組を促進するとともに、減災のための環境整備等を進める。
• 関係機関と連携ヷ協働し、地域防犯力の向ㄥに取り組む。
• 子どもの安全確保のため、「子ども110番の家」などの取組を進める。

アウトカム指標（経営課題の進捗度合を示した指標）

ㆋ和７年度のㄼな取組

【防災意識、防災力向ㄥのための啓発活動】
• 自分でできる災害対策、自宅避難及び備蓄など自助の重要性について、広報紙や区HP等あらゆる機㆟での啓発
• やさしい日本語や多言語での周知。

【地域防災力の向ㄥ】
• 避難所の開設や運営などの地域防災訓練等の実施（全11地域）
• 高齢者や障がい者など災害時に支援が必要な方について、ㆰ民同士で安否確認が素早く効率的に行えるㆁ組みづく
りや安否確認訓練の実施

• マンションㆰ民や管理組合、㆖業（ㅙ業所）等への防災啓発の実施

【減災のための環境整備等】
• 区全職員防災訓練の実施
• 学校や㆖業（ㅙ業所）等と連携した訓練の実施
• 避難所における備蓄物資等の点検ヷ補充及び物資の充実
• 消防、警察、区社協等関係機関との連携強化に向けた働きかけ

【街頭犯罪対策ヷ地域防犯力の向ㄥ】
• 警察と連携した地域安全防犯カメラの効果的ヷ効率的な設置、青色防犯パトロヸル車ヷ区広報紙（特集記ㅙの掲
載）ヷＨＰヷＳＮＳなど、様々な広報媒ㆳによる啓発

• 犯罪発生状況の取りまとめ及び該当地域への情報提供、地域やㆰ民等による自ㄼ的な落書き消去活動の支援

【子どもの安全確保】
• 小学校区内の通学路の安全を確保するため、大阪市通学路安全プログラムによる合同点検㆟議を実施し、対応可能な課題につ
いては改善する。課題の規模などにより改善できない場合は、大阪市通学路安全推進㆟議へ諮る。

• 「こども110番の家」について、地域の協力ㆳ制の強化を図るため、区広報紙で広報（年１回ㆌㄥ)
• 警察と連携した小学生を対象とした防犯指導ヷㄧ審者対応プログラムを実施（年2回ㆌㄥ）
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勣否卾卉や避挚匣拶、避挚勰卞協の体勧が拪っている地挦

厅⺠アンケートで、匝庭で厵蓄していると回掬した人の厎合

⾏政、地挦、十業、学厛等が連掠した合同匫合拌災訓練の実厇

人卶100人あたりの年間街挓犯罪発⽣卅包が、令匄２年（1.16卅）より20％匆上匬厮

算定中
R７
予算額

18百万円
R６
予算額

５百万円
R５
決算額

目標実績

R7R6R5R4

50%以上
未測定

(目標50%)
56.7％46.7％

目標実績

R7R6R5R4

全11地
域

未実施
（目標全11地域）

６地域２地域

目標実績

R7R6R5R4
行政、地域、企業、学校等
が連携した合同総合防災訓
練の実施：１回以上

未実施（区全職員及び
関係機関連携訓練）

区全職員訓練の実施
全地域防災訓練等

の実施

目標実績

R7R6R5R4

0.93件以下（未定）1.23件1.14件



現状ヷデヸタ

課題認識
• 高齢者や障がい者などの支援を必要とするㅴが、地域で孤立することなく、地域での日常的な見守りや災害時に安
否が確認できるよう、地域コミュニティや見守り活動の活性化を図る必要がある。

• 認知症高齢者の方が日常生活で利用する施設に対して、見守り協力の輪を展開していく必要がある。

• 単身高齢ㄭ帯の割合が高く、引きこもりや社㆟からの孤立により既存の福祉制度に結びつきにくい状況にあること
から、高齢者や障がい者などの支援を必要とするㅴに「気づき」、そのㅴを「気にかけ」、その情報を相談機関に
「ㆡえる」ことで、必要とされる福祉サヸビスへと適切につなげていくㆳ制づくりが必要である。

• ㄟつの相談支援機関だけでは解決できない、複合的な課題を抱えた方を的確に支援するために、分野を横断する総
合的な支援ㆳ制の充実が必要である。

• 健康寿命の延ㆦのため、生活習慣病の改善や健康づくりのサポヸトに加え、特定健診ヷがん検診の受診勧奨を行う
必要がある。

• 家族等からの支援が望めない単身高齢者が多いㄶ、健康を保ちㆰみ慣れた地域で安心して暮らせるように、地域の
医療ヷㅼ護関係者と連携して支援を行う必要がある。

健やかで人と人がつながるまちづくり

ㄼな
SDGsゴヸル

浪速区の見守り相談室への相談㆑数

浪速区の認知症高齢者数（※）

【参考】高齢者（65歳ㆌㄥを含む）ㄭ帯の割合（ㆋ和2年度国勢調査）

うち単身ㄭ帯65歳ㆌㄥを含む
ㄭ帯数

割合（％）ㄭ帯数割合ㄭ帯数

45.0％213,26032.2％473,8921,469,718大阪市

60.0％6,01418.8%10,02953,297浪速区

※勥捈厽卉定における日拤⽣卹⾃⽴度Ⅱ（挍い匵や⾦銭拻理のミスが目⽴つ损度の叔拟）匆上で捈厽卉定捩捥時に居挭で⽣卹されている方。捈厽保叁２号挀保叁者（40〜64按）を捋む。

健康寿命

特定健診ヷがん検診受診率

ヷ引きこもりが長期化し、親も高齢となり、様々な問
題が発生するようになる「８０５０問題」など、既存
の相談支援ㆳ制では対応が困難なㅙ案が生じている。

ヷㅻ後、認知症高齢者の
増加が見込まれている。

ヷ浪速区では男女ともに大阪市
全ㆳに比べ健康寿命が短くㄧ健
康な期間が長い。

ヷ特定健診ヷがん
検診の受診率がㆯ
い。

ヷ少子高齢化や地域コミュニティの希薄化などにより、
要援護者や社㆟的に孤立している方への支援を行うた
め、地域ㆰ民による見守り㆟議を開催している。
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ㄧ健康な期間女性ㄧ健康な期間男性ㆋ和４年度

3.91年82.86年1.89年77.22年大阪市全ㆳ

4.77年81.94年2.48年76.47年浪速区

—23ㆮ—22ㆮ浪速区順ㆮ（24区ㄶ）

がん検診受診率特定健診
受診率

ㆋ和５年度
ㅐがん子宮頸がん肺がん大腸がん胃がん

6.８％9.5％3.４%3.9％2.1％25.２%大阪市全ㆳ

5.３％9.9％2.１％2.1％1.5％19.1％浪速区

2２ㆮ1３ㆮ22ㆮ23ㆮ20ㆮ24ㆮ浪速区順ㆮ（24区ㄶ）

R５年度R4年度R３年度R２年度

1,845㆑2,144㆑2,336㆑2,028㆑相談㆑数

387㆑485㆑557㆑683㆑相談実ㅴ数

266㆑347ㅴ369㆑462㆑うち75歳ㆌㄥ

R６年４月R５年４月R4年4月R3年4月R2年4月

1,167ㅴ1,112ㅴ1,026ㅴ1,040ㅴ948ㅴ認知症高齢者数



ㄼな戦略

• 地域での見守り活動の活性化や支援を要するㅴを適切な福祉サヸビスへつなげるㆳ制づくりに取り組む。
• 健康寿命延ㆦや地域の医療ヷㅼ護関係者と連携した取組を進める。

アウトカム指標（経営課題の進捗度合を示した指標）

ㆋ和７年度のㄼな取組

【見守りㆳ制の強化】
• 要援護者名簿を活用した「地域見守り㆟議」（構成員：地域活動協議㆟、民生委員ヷ児童委員、区社㆟福祉協議
㆟、地域福祉サポヸタヸ、区役所等）を浪速区社㆟福祉協議㆟と連携して開催する。（未実施の３地域）

• 「地域の見守り」認知度向ㄥに向けた広報の実施（年１回ㆌㄥ）
• ㆖業等との連携による気に掛ける地域づくりの推進（１㆖業ㆌㄥ）

【総合的な相談支援ㆳ制の充実】
• 総合的な支援調整の場（つながる場）の開催（年４回ㆌㄥ）

【区民への健康啓発の推進】
• 「いきいき百歳ㆳ操」「高齢者食ㅙサヸビス」「ふれあい喫茶」等、地域でのㅙ業運営にかかる相談に応じると
ともに、現地を訪問し区民からの健康相談に応じ助言を行う。（年33回(11地域×３回)ㆌㄥ）

• 健康講座を開催し、運動や食生活等の観点からㅼ護ㅖ防ヷ生活習慣病ㅖ防の啓発を行う。（年15回）
• 特定健診ヷがん検診実施情報の周知啓発と受診勧奨を行う。（広報紙ヷホヸムペヸジに年間ㅖ定１回(年度当初)、
月間ㅖ定12回(毎月)掲載。ポスタヸヷチラシを地域町㆟や医療機関、公共施設等に配布し周知）

• 新型コロナウイルス等、感染症の感染防止対策の周知啓発やワクチン接種勧奨を行う。（チラシを地域町㆟や地
域ㅙ業ヷ区の保健ㅙ業（健診ヷ健康講座）等で配布。広報紙ヷホヸムペヸジに感染防止対策やワクチン接種に関
する重要情報を適宜掲載）

【地域の医療ヷㅼ護関係者の連携推進】
• 「在宅医療ヷㅼ護連携推進㆟議」の継続的開催（年５回ㆌㄥ）
• 医療ヷㅼ護関係者が合同参加する研修㆟ヷ意見ㅩ換㆟の開催（年１回ㆌㄥ）
• 区民及びその家族が医療ヷㅼ護関係者と希望する治療ヷケア等を話し合う際に使用するACPについてのリヸフ
レットヷチェックシヸトをㆺ成し、地域行ㅙの場で説明ヷ周知等（年11回(11地域×１回)） 6

算定中
R7
予算額

24百万円
R6
予算額

23百万円
R5
決算額

目標実績

R7R6R5R4
全11地域８地域（予定）６地域２地域

目標実績

R7R6R5R4R3
55.7%以上未集計46.1%40.1%45.7%

目標実績

R7R6R5R4
80％以上79％78%75%

目標実績

R7R6R5R4R3
74.6%以上%75.0%71.7%69.6%介護予防
86.7%以上%82.3%81.4%81.7%生活習慣病予防

勥拶厽者匷簿を卹用し、地挦に厸じた⾒捿り会議が開催されている地挦

厅⺠アンケートで、高齢者や揃がいのある方が勣升して暮らし勸けられるまちだと肯定的な回掬をした人の厎合が
令匄３年度実績（45.7％）から10ポイント匆上匲

厣定掕診及び厰捶がん匴診の匃診厾を令匄區年度发１ポイント匆上匲

挨師と円滑な連掠ができていると厤じるケアマネジャーの厎合

厅⺠アンケートで、捈厽匨拌や⽣卹習慣挶匨拌に勚り匢んでいると回掬した人の厎合を令匄３年度发（５ポイント匆上匲）

目標実績

R7R6R5R4R1
17.9％以上%19.1%18.6%16.9%特定健診
3.2％以上%1.5%1.5%2.2%胃がん

が
ん
検
診

3.1％以上%2.1%2.0%2.1%大腸がん
3.1％以上%2.1%2.0%2.1%肺がん
7.9％以上%9.9%9.7%6.9%子宮頸がん
6.9％以上%5.3%5.5%5.9%乳がん



現状ヷデヸタ

課題認識

• 転出入率が高く地域とのつながりが希薄となり、孤立感や育児ㄧ安に陥りやすい環境にあることから、
支援を必要としているㄭ帯を早期に発見し、的確な支援へとつなげていく必要がある。また、相談しや
すい環境と、多様な相談内容に応えられるㆳ制を整備する必要がある。

• 忙しい子育てㄭ帯が、子育てに関する情報を手軽にかつ的確に得られるようにする。

• 生活保護の保護率が高水準であるなど、ㆂ区と比較して経済的に厳しい家庭が多く、また外国につなが
りをもつㆰ民が多く在ㆰしていることから、保護者ヷ区民や学校園の意見を把握し、区の実情に応じた
教育施策ヷ学校支援に取り組む必要がある。

• 基礎学力ヷㆳ力が大阪市平均よりㆯくなっており、困難な状況にある子どもたちの健やかな成長を支え
る学校教育環境の充実支援に取り組む必要がある。

【安心して子育てができ、子どもたちがいきいきと学べるまちづくり】

ㄼな
SDGsゴヸル

平成28年度 大阪市子どもの生活に関する実態調査

浪速区における児童虐待相談㆑数

全国学力ヷ学習状況調査 平均正答率

日本語の指導が必要な児童生徒数

ヷ「全国学力ヷ学習
状況調査」の結果で
は、大阪市の小ㄶ学
校ともに平均正答率
が全国平均に比べて
ㆯく、浪速区におい
ても同様の状況にあ
る。

※全国の平均正答率を１としたときの大阪市の割合を「対全国比」として表している。

ヷ浪速区における児童虐
待相談㆑数は増加してお
りㅻ後の動向に注視が必
要。

ヷ「心配ごとや悩みごとを親身
になって聞いてくれるㅴがいな
い。」「子どもとの関わりにつ
いて、適切な助言をしてくれる
ㅴがいない。」と回答した保護
者の割合が大阪市平均と比較し
て高い。
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ヷ新型コロナウィルスの感染拡大の影
響によりㄟ時的に減少していたが、ㆋ
和３年度ㆌ降は増加に転じている。

ㆋ和６年ㆋ和５年

対全国比全国大阪市対全国比全国大阪市

0.9767.7660.9967.267小学校 国語

0.9863.4620.9962.562小学校 算数

0.9658.1560.9669.867ㄶ学校 国語

0.9752.5510.965149ㄶ学校 数学

ㆋ和６年度ㆋ和5年度ㆋ和4年度ㆋ和3年度ㆋ和2年度

１１３ㅴ84ㅴ54ㅴ36ㅴ73ㅴ小学生

２３ㅴ16ㅴ15ㅴ16ㅴ32ㅴㄶ学生

大阪市浪速区

4.0％6.1％心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれるㅴがいない

6.6％7.1％子どもとの関わりについて、適切な助言をくれるㅴがいない

ㆋ和5年度ㆋ和4年度ㆋ和3年度

54㆑79㆑39㆑相談㆑数



ㄼな戦略

• 子育てㄭ帯の多様な相談や支援ニヸズに対応し、子育てしやすい環境づくりを進める。
• 子どもの学びを支える学校教育環境の充実支援に取り組む。

アウトカム指標（経営課題の進捗度合を示した指標）

ㆋ和７年度のㄼな取組

【困難な状況にある養育者ヷ子どもへの支援の充実】
• 就学前児童を抱えるㄭ帯へのアウトリヸチを充実させ、支援につなげるため、区内保育施設等への巡回訪問の実施（月１
回）

• 福祉的課題を抱える児童生徒を学校の気づきから発見し、支援を行うため、区内全小ㄶ学校とスクリヸニング㆟議Ⅱの実施
（月１回）

• 未就園の４歳児がいる区内全ㄭ帯に対して訪問面談等の実施（年１回）

【子育てㄭ帯への充実した支援ㆳ制の整備】
• 区内保育施設及び小ㄶ学校を訪問し、支援を必要とする児童ヷ生徒に関する情報を共有（年1回）
• 区広報紙、ＨＰ、SNS等を活用した子育て支援情報の発信（随時）
• 「子どもヷ子育てプラザ」や「子育てつどいのひろば」などの拠点施設において専門職員による出張相談㆟の開催（年12
回）

• 多言語版（英語ヷㄶ国語ヷベトナム語ヷネパヸル語等）子育て応援マップのㆺ成ヷ配布、外国語通訳派遣による子育て相談
の実施(随時）

【分権型教育行政の推進】
• 区内の小ㄶ学校の実情を把握し、ニヸズに応じた教育施策を展開するために教育行政連絡㆟を開催し（年１回ㆌㄥ）、区長
（区担当教育次長）と学校長の連携を図る。

• 保護者及び地域ㆰ民等の意見を把握し、施策及びㅙ業に適宜反映させる。（保護者ヷ区民等の参画のための㆟議の開催：年
１回ㆌㄥ）

• 各学校協議㆟の運営状況を把握するとともに、運営支援を行う。（学校協議㆟傍聴：全㆟議参加、学校協議㆟委員研修開
催：年１回ㆌㄥ）

【学校教育支援】
• 小学５、６年生を対象に、民間ㅙ業者による少ㅴ数制の個別学習指導教室を実施する。（区内2カ所）
• ㄶ学生を対象に、放課後等に民間ㅙ業者による少ㅴ数制の個別指導を行う学習㆟の開催（全ㄶ学校）
• 日本語の指導が必要とされる小ㄶ学生を対象に、学校からの要請に応じて授業ㄶや放課後等に学習補助や通訳等を行う日本
語サポヸタヸの配置（４月ㆌ降随時配置）（学校による希望選択制）

• 小学校を対象に、学習習慣の定着や、合格や表彰などのㆳ験を通して、学習意欲を向ㄥさせるための漢字検定の受検を取組
支援（学校による希望選択制）

• 学校の教育環境を向ㄥさせるための教材費等の購入を支援（全小ㄶ学校）（学校による希望選択制）
• 区内小ㄶ学校において、登校支援サポヸタヸを配置し、ㄧ登校児童生徒や、遅刻欠席が多い児童生徒に対して支援を行う。
（全小ㄶ学校）

• 区内の小ㄶ学校や幼稚園において、学校園の教育活動や子どもたちの学校園生活を支援するボランティアを広く募集する。
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算定中
R7
予算額

48百万円
R6
予算額

37百万円
R5
決算額

実績
子育て層に対するアンケヸト調査で、
「子育てについて気軽に相談できるㅴや
場所がある」と回答したㅴの割合

R7R6R5R4

100%%98.8％97.6%

実績
区が、学校ヷ地域の実情に応じた学校教
育支援を行っていると感じている学校、
学校協議㆟委員等の割合

R7R6R5R4

90%以上%86.1%87.9%

実績
「全国学力ヷ学習状況調査」における１
つㆌㄥの教科において、平均正答率が大
阪市平均をㄥ回った学校の割合

R7R6R5R4

50%以上22.2%11.1%33.3%

目標実績

ㆋ和７年度末まで重大な児童虐待０
（ゼロ）を維持

R7R6R5R4

0件１件0件0件



現状ヷデヸタ

課題認識

• 浪速区の優ㆮ性（都心部にㆮ置、ㅩ通利便性の高さなど）を活かし、民間との連携によるイベントなど、
まちの魅力を発信し、区の内外からの集客を更に充実させる必要がある。

• 外国ㅴㆰ民にㆰみやすいまちとなるように、外国ㅴㆰ民の暮らしを支援し、外国ㅴㆰ民が安全ヷ安心で
快適に生活できる環境づくりのサポヸトを充実させる必要がある。

• 外国ㅴㆰ民と地域ㆰ民が様々なㅩ流を通じて相ㅝ理解を深めることで、多文化共生の地域づくりを進め、
国際社㆟で活躍するㅴ材の創出をめざすことが求められる。

【人が集い、にぎわいと活力のあるまちづくり】

ㄼな
SDGsゴヸル

ヷ外国ㅴㆰ民が地域社㆟のㄟ員として安心して生活するためのコミュニケヸション力や行政情報ツヸルの認知がㄧ足している。

ヷ「外国ㅴとのㅩ流等の機㆟が増える」といった
ポジティブな意識が半数を超えるㄟ方、「習慣や
文化の違いからトラブルが起こる等のおそれがあ
る」といったネガティブな意識も半数を超え、外
国ㅴに対する意識がㆯい面がうかがえる。
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（「大阪市外国人住民゠ヱクヺテ調査（令和４年度）」より）

（「大阪市外国人住民゠ヱクヺテ調査（令和４年度）」より）

ヷ新型コロナウイルス感染症による訪日外国ㅴの大幅減から回復している。

24,039 
28,691 31,191 31,882 

4,115 
245 

3,832 

25,066 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

訪日外客数
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11,672 
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3,224 
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18,765 

0
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20,000

平成28年平成29年平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

大阪府外国人延べ宿泊者数 単位：千人

15,843 16,546 16,071 16,743 
12,899 13,429 15,439 

64,614 
65,567 

66,083 
66,288 

49,240 51,437 

57,749 

26,630 26,463 26,741 26,887 

17,633 19,134 

23,272 

117,254 118,836 115,500 
108,088 

68,277 67,495 

80,049 

0

50,000

100,000

150,000

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

浪速区内の主な駅における１日当たりの平均乗車人員数

大国町駅（地下鉄） 新今宮駅（JR）

新今宮駅（南海） 難波駅（南海）

単位：人

（「日本政府観光局訪日外客統計(2023)」より） （「国土交通省観光庁宿泊旅行統計調査（令和５年）」より）

（「令和５年度大阪府統計年鑑」より）

（「大阪市人権問題に関する市民意識調査（令和２年度）」より）
※５年毎に調査実施



ㄼな戦略

• 区内外からの集客の取組を促進し、浪速区の魅力を積極的に発信する。
• 外国ㅴㆰ民がㆰみやすく活躍できる取組を進める。

アウトカム指標（経営課題の進捗度合を示した指標）

ㆋ和７年度のㄼな取組

【にぎわいㅙ業】
ヷ民間との連携によるにぎわい創出ㅙ業（「なにわの日」ㅙ業、新ㅻ宮駅高架ㄦ用地活用ㅙ業の実施、区内㆖業と
の協働による、子どもを対象とした職業ㆳ験イベント）
ヷまちの魅力の発信（区制100周年と連携したイベント等に関する情報発信）

【外国ㅴㆰ民の暮らしのサポヸトヷㅩ流】
〇暮らしに必要な情報の発信

• 広報紙等において、多言語情報配信ツヸルにより閲覧できる情報発信を行うとともに、多言語情報配信ツヸルの
利用促進を図る（随時）

〇つながりづくりの促進
• 外国ㅴ留学生の地域活動への参加促進【経営課題５より再掲】

〇学校教育支援
• 日本語の指導が必要とされる小ㄶ学生を対象に、学校からの要請に応じて授業ㄶや放課後等に学習補助や通訳等
を行う日本語サポヸタヸの配置（４月ㆌ降随時配置）（学校による希望選択制）【経営課題３より再掲】

〇子育てㄭ帯への充実した支援ㆳ制の整備
• 多言語版（英語ヷㄶ国語ヷベトナム語ヷネパヸル語等）子育て応援マップのㆺ成ヷ配布、外国語通訳派遣による
子育て相談の実施(随時）【経営課題３より再掲】

〇防災意識、防災力向ㄥのための啓発活動
• やさしい日本語や多言語での周知【経営課題１より再掲】
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算定中
R7
予算額

2,270千円
R6
予算額

780千円
R5
決算額

目標実績

R7R6R5R4

前年度以上人80,049人67,495人難波駅（南海）

主な駅の乗車
人員

前年度以上人15,439人13,429人大国町駅

前年度以上人57,749人51,437人新今宮駅（JR)

前年度以上人23,272人19,134人新今宮駅（南海）

目標実績
外国人住民と接する機会が増えたと感じ、そ
のことを肯定的に評価する区政会議委員の
割合

R7R6R5R4

80%以上%26.7%40%

目標実績

浪速区Facebook等SNS登録者数 R7R6R5R4

前年度以上人3,070人2,713人



現状ヷデヸタ

課題認識

• 地域活動協議㆟の理念や活動に対する区民の認知度がㆯ水準であることから、積極的な働きかけや発信
により認知度を高めることが必要である。

• 地域活動協議㆟の自律的な地域運営に対する支援が必要である。

• 地域特性の把握と課題の共有を進め、それに応じた支援が必要である。

• 多様なㄼㆳによる連携ヷ協働を実現することで、地域ㆰ民の「つながり」意識を向ㄥし、地域活性化と
地域課題解決に向けた取組を行うことが必要である。

【人と人がつながり、住民が主体となって進めるまちづくり】

ㄼな
SDGsゴヸル

ヹ地域活動協議会が、地域活動の仕組みとして
活動していることを知っていると回答した人の割
合はほぼ横ばいである。

ヹ地域活動協議会の取組が自律的に逭められ
ている状態にあると思う地域活動協議会構成
団体の割合はやや増加している傾向にある。

ヹ地域活動協議会に対し、中間支援組織（まちづくりスヱ
ソヺ）が地域の実情やドヺジに即した支援を実施していると
思う割合はほぼ横ばいである。

ヹ地域での「つながり」「きずな」が大切と考えていると回答した人の
割合に比して、日ごろから「声かけ」「助け合い」等が行われている
と感じていると回答した人の割合ヹ地域活動に参加していると回答
した人の割合が低い。
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38.3% 36.5%
30.5%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

地域活動協議会の認知度

（区民゠ヱクヺテ）

93.9% 96.8% 95.7%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

地域活動協議会の自律的遀営
（地域活動協議会構成団体゠ヱクヺテ）

95.2%

93.5%
93.9%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

地域の実情ヹドヺジに即した支援

（地域活動協議会構成団体゠ヱクヺテ）



ㄼな戦略

• 地域活動協議㆟による自律的な地域運営を支援するとともに、地域でのつながりづくりに向けた取組を
進める。

アウトカム指標（経営課題の進捗度合を示した指標）

ㆋ和７年度のㄼな取組

【地域の実情に即したきめ細やかな支援】
• より多くのㆰ民参加を促すため、区広報紙に地域活動協議㆟の特集を掲載、SNSでの地域活動情報発信。
• 地域活動協議㆟の活動内容紹ㅼや町㆟加入を促進するチラシを各種行ㅙ等で配布することで、第ㄟ層への
アプロヸチの強化。

【地域活動協議㆟の意義ヷ求められる機能の理解促進】
• 地域活動協議㆟の意義や、求められる準行政的機能や総意形成機能について、地域活動協議㆟の役員や構
成団ㆳ、地域ㆰ民の理解が深まるよう積極的な働きかけや発信を行う。

• 地域活動協議㆟の意義や、求められる機能の理解を促進するため、各地域向けの説明㆟の開催。
• 各地域活動協議㆟でホヸムペヸジの開設等ICTを活用した取組の支援。

【まちづくりセンタヸを活用した支援の実施】
• 地域支援計画を踏まえつつ、各地域の重点支援課題をㄶ心に、地域の実情に即したきめ細やかな支援を行
う。

【つながりづくりの促進】
• 外国ㅴ留学生の地域活動への参加促進。
• 市民活動への支援を通じた、㆖業、NPO等と地域が連携ヷ協働した取組の促進。
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目標実績
令和６年度末までに、地域活動協議会の構成団体が、地域
特性に即した地域課題の解決に向けた取組が自律的に逭
められている状態にあると思う割合：95％以上

R6R5R4

95%以上95.7%96.8%

算定中
R7
予算額

39百万円
R6
予算額

39百万円
R5
決算額


